




私の考えは PEACE TUNNEL ２０１２年１月号の P.44-45 

韓日海底トンネルの時代が到来 

パク・キョンブ（朴慶夫）韓日海底トンネル研究院 理事長、株式会社イサン常任顧問 

 

 筆者は駐日本国韓国大使館の建設官(1986.12-1993.1)として勤務した頃に、本

国から「韓日海底トンネルが議論されているが、その状況を掴んで報告せよ」

という指示を受けた。それで 1987年に日韓トンネル研究会を尋ねたのが韓日海

底トンネルと縁結びの契機となった。 

 

日韓トンネル研究会との縁 

 

 当時、日韓トンネル研究会は、日本の九州佐賀県唐津市鎮西町の地域に海底

トンネル掘削のため、事前地質調査活動の一環として調査斜坑を掘っていた。

研究会は韓日トンネルのルートである鎮西町、壱岐、対馬などの地形および地

質（ボーリング）調査を進めた。 

 筆者は日韓トンネル研究会の原事務局長の協力で、現場の鎮西町、対馬など

を幾度も踏査できた。また当研究会の総会や臨時総会にも参加し、韓日トンネ

ルの事業の現況を把握した。 

 日韓トンネル研究会は、多大な調査研究費を費やして事業の妥当性（社会、

文化、経済性など）と地形および地質調査、海底トンネル工法など技術的事項

などを積極的に研究し発表した。一方、当時韓国では日韓トンネル研究会から

出てきた研究結果を土台にして、発表会を開催するなど若干消極的な状況だっ

た。 

 日本の日韓トンネル研究会や韓国の韓日トンネル研究会は、純粋な民間研究

機関としての限界があった。これらの限界を克服するために日本では 2003年に

内閣府の承認を受けて特定非営利法人日韓トンネル研究会を、韓国では筆者が

2006年に行政自治部（現、行政安全部）の承認を受けて社団法人韓日海底トン

ネル研究院を発足した。こうして社団法人韓日海底トンネル研究院は日韓トン

ネル研究会と業務交流協定(MOU)を締結するなど交流を活性化させた。 

 

  韓日トンネルに対する２つの視点 

  

韓日トンネルの建設に対する国民世論は賛成者も少なくないが、反対の声が

大きいので国土関連の行政や政治家らも用心深く取り扱っている。 

ユーロトンネルも英国とフランスの間に意見の相違があり、200年余の間、葛



藤を繰り広げたが、英国のサッチャーとフランスのミッテラン大統領の強力な

リーダーシップのお陰で成就された。その後、ユーロトンネルの経済的利益が

島国英国より大陸フランスのほうが大きかったことは我々に示唆するところが

ある。 

韓日トンネルに反対する立場は、大きく２種類ある。第一は歴史的な悔しさ

が今だに我々の心の中に残っている点だ。壬辰倭乱(1592-1598)当時、豊臣秀吉

が 30万の大軍で朝鮮を侵略し莫大な人命と財産の損失を被り、人民を困窮に貶

めた。また日韓併合(1910-1945)で国を失った歴史的な悲劇は今でも忘れられな

い。 

もう過ぎ去った歴史ではあるが、もしその当時の国力が強く外国の力に対す

る準備ができていれば、このような悲劇はなかったのである。今後もこのよう

な前轍を踏むことのないよう国力を伸ばすことに国民が力を合わせ最善を尽く

さねばならない。 

 

韓国と日本は兄と弟の国 

 

韓日間の歴史的関係を振り返ると 2300 年前に我が国が日本に米づくりを伝

えて以来、建築法、絵画と漢字、醸造法、織物などを教えた。 

そして対馬西側の海岸には常に季節風の影響で我が国の南海に捨てられたビ

ールの空き缶やラーメンの袋などのゴミが積もっているのを見ても、遠い昔か

ら数多くの人たちが韓国から日本へ簡単に渡ることができた事実を確認できる。 

DNA 血液検査の結果によれば 90％の日本国民に韓国人の血が流れていると

いう。遠い昔に渡って行った我々先祖の影響だといわざるを得ない。こうして

みれば韓国と日本は兄弟の国だ。我が国は日本に比べ面積や人口は少なくても

兄の国だというわけだ。兄としてふさわしい広い心で国力を伸ばし学識を高め

れば弟は自ずから兄に従うようになるのである。 

２番目は、このトンネルによる経済的効果を韓国より日本が受けることにな

り、大陸進出の道を開かせてしまうという憂慮だ。 

前述の通り、ユーロトンネルの建設以後、英国がフランスより多くの経済的

効果を得たように、我が国が日本より、より多くの恵沢を受ける可能性が大き

い。 

一例として釜山新港の建設を挙げることができる。港湾の専門家によれば釜

山新港は質の高いサービスと低廉な荷役費で日本のどこよりも競争力のある湾

だ。韓日トンネルが建設されれば釜山新港の埠頭を利用する船舶がさらに増え、

釜山地域の経済にとって莫大な成長要因になる。 

また、韓日トンネルが建設されることで釜山地域と日本の九州一帯が超経済



特別区域を形成することも予想される。このような経済性は韓日トンネルに反

対する人たちを説得する論理的根拠として十分である。 

 

東北アジア経済ブロック化で建設時機が到来  

  

世界各国は地域経済の活性化のため欧州連合（EU）と北米自由貿易協定

（NAFTA）アセアン（ASEAN）などの経済ブロックを形成してきた。我が国

は経済の活性化と将来の成長力確保ため、韓米 FTAを締結し、韓日・韓中 FTA

も間もなく締結されると予想される。 

 ASEAN+3 会議は 1999 年からアジア 10 ヶ国首脳会議で韓中日３ヶ国がオブ

ザーバとして参加し、経済、社会、文化、環境、気候変動、エネルギ、技術な

ど各分野で活発な交流がなされている。 

 韓中日３ヶ国の FTAに関する研究は既に各国の国策研究所で共同研究されて

おり、民間でもいろいろな方式で参加しており、遠くない将来に研究結果が発

表される。今後３ヶ国の FTAを通して東北アジア経済ブロックが形成され、韓

日 FTAにとって韓日トンネルの建設は必然的な事業となる。 

 今、韓日両国の政府が先頭に立って韓日トンネルを推進する時期が徐々に近

づいている。 

 


